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＜11年5ヵ月ぶりの緊急利下げ＞
 3月3日FRB(米連邦準備制度理事会)は緊急の
FOMC(米連邦公開市場委員会)を開催し、政策金
利を0.5％引き下げ1.00～1.25％とすることを全
会一致で決定しました。声明文では「米国経済は
引き続き底堅いものの、新型コロナウイルスの感
染拡大が経済へのリスクになっている。景気の下
支えに向けあらゆる手段を活用しながら適切に対
応する」ことが示されました。年8回開かれる定例
のFOMC以外で利下げに踏み切ったのは、リーマ
ンショック直後の2008年10月に世界的な協調利
下げを実施した時以来、11年5ヵ月ぶりのことと
なります。

 FOMCに先立ち、主要7カ国(G7)の緊急の財務
相・中央銀行総裁による電話会議が開催されてお
り、「あらゆる適切な政策手段を用いる」とする
共同声明を受け、米国の金融当局が先手を打って
政策対応を行ったことになります。パウエル議長
は緊急FOMC後の記者会見においても、他の中央
銀行も追随して緩和政策をとる可能性に言及して
います。ECB(欧州中央銀行)や日本銀行は利下げの
余地が少ないものの、なんらかの政策対応が行わ
れることが想定されます。

＜効果は限定的か。株価は下げ止まらず＞
 3日の米国株式市場(NYダウ) は緊急利下げ直後に
反発したものの、上昇は長続きせずに785.91ドル
安の25,917.41ドルで引けています。2月28日の
FRB緊急声明で利下げの可能性が織り込まれてい
たと見られ、2日の急激な株価上昇による反動も
あったものと想定されます。また、米国債券市場
は、10年国債金利が1％を割る水準まで低下し、
史上最低利回りとなっています。金利先物市場の
状況から算出される利下げ確率は、次回3月17～
18日のFOMCにおいても0.25％以上の利下げが
100％見込まれており、市場は更なる利下げ期待
を織り込んでいるようです。新型コロナウイルス
は、韓国やイタリアを始めとして世界各国に感染
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 FRBは新型コロナウイルスの感染拡大による経済への影響を考慮し0.5％の緊急利下げを決定。
 パウエル議長は各国中央銀行が協調して政策対応に動く可能性に言及するも米国株式市場は前日の急騰の
反動もあり下げ止まらず。感染拡大終息の兆しが見えるまでは不安定な相場展開に。

図表1：米国株式指数の推移

図表2：米国金利・為替の推移

新型コロナウイルスの感染拡大による経済への影響を考慮

が拡大しており、終息する兆しが見えてきていない
中での今回の利下げは、効果は限定的であり必要な
かったとの声もあります。一方でトランプ大統領は
今回の利下げを受けて「更なる利下げが必要」との
反応を示しています。感染拡大が終息の兆しを見せ
て経済への悪影響の懸念が払拭されるまでは、不安
定な相場展開が当面続くものと想定します。

出所）図表1、図表2はブルームバーグデータをもとにニッセイ
アセットマネジメントが作成
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